
令和3年度
地域共生型の地熱利活用に向けた

方策等検討会への意見

日本地熱協会

2021年8月10日

説明資料

shigeaki.katsuhata
テキスト ボックス
参考資料１３




2

 本検討会は、内閣府「再生可能エネルギー等に関する規制の総点検タスク
フォース（以下、ＴＦ）（第8回、2021.4.27開催）」のまとめを損なうこと
がないようにすべき

 ＴＦのまとめの最大のポイントは「公園内の開発目標の策定（導入促進）」
であり、この目標値は環境省と経済産業省が協調して設定されるものと認識

※目標値は「施設数」ではなく「発電設備容量（ｋＷ）」であるべき
 目標達成には、公園と地熱の共生を図る必要があり、本検討会では、保護サイ

ドと開発サイドが協同して、そのために必要な措置は何か、そのことに対する検
討会の成果となるべき

（出典）規制改革実施計画（2021.6.18 閣議決定）p49抜粋

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

19
自然公園を中心とした地
熱発電の導入目標の策定

新たな2030年度の温室効果ガス削
減目標の達成や2050年カーボン
ニュートラルの実現に向け、各種課題の
克服を前提としつつ、経済産業省の協
力も得て、自然公園を中心とした地熱
発電の導入目標を策定する。

順次検討・
結論・措置

環境省

□ 全般的意見
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（出典）2021年７月21日第46回基本政策分科会

資料１ エネルギー基本計画（素案）の概要 資源エネルギー庁

□ エネルギー基本計画（素案）



4

 自然公園法の個々の論点について、「優良事例と認められる施設の許可基準
及び審査要件の更なる明確化」は、柔軟な対応が困難になることから、現状よ
り厳格化の方向になることを懸念、地熱促進には繋がらないものと思慮

 個別の議論ではなく、環境省通知の「地熱開発の基本的な考え方」に記載されている
「原則として認めない」については削除。「環境配慮対策を講じる場合は容認する」に
見直して頂きたい（先決事項）

 その上で、「どのような工夫や考え方をすれば良いのか」といったことを例示頂くとともに、
環境配慮への取組みに係る事例の充実を図ることは重要

 一方、地熱事業者としては、地熱開発と自然環境との調和を図ることは重要であるこ
とは認識しており、その上で双方が建設的な議論を行っていくことが必要

□ 個別意見

【環境省国立公園課との個々の論点に関する打合せ時の日本地熱協会主張（7/27）】
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（出典）2021年４月27日第８回 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース

資料２ 地熱発電に関する温泉法・自然公園法規制改革要望 日本地熱協会

参考:自然公園法に係る要望



参考:自然公園法に係る要望
◆国立・国定公園内における地熱開発の取扱いについて

平成27 年10 月2 日 環自国発第1510021 号
各地方環境事務所⾧、各都道府県知事宛 環境省自然環境局⾧通知

１．自然環境保全等のための基本的な考え方
（１）地熱開発は、特別地域等の国立・国定公園の自然環境保全上重要な地域及
び公園利用者への影響が大きな地域では原則として認めない。特に当該公園の景観を
維持するために特に必要があるときに指定される自然公園の核心部ともいうべき特別保
護地区、及び特別保護地区に準ずる自然景観を有し特別地域のうちでは風致を維持す
る必要性が最も高い地域である第１種特別地域においては、その指定の趣旨を踏まえ
て厳に認めないこととする。

２．国立・国定公園内の各地権区分における地熱啓発の段階ごとの取扱いについて
（２）第２種特別地域及び第３種特別地域

ウ（前略）以下に掲げるような特段の取組が行われる事例を選択した上で、その取組の
実施状況等についての継続的な確認を行い、真に優良事例としてふさわしいものであると
判断される場合は、掘削や工作物の設置の可能性についても個別に検討した上で、その
実施について認めることができるものとする。
・（中略）
・発電所の高さの低減、蒸気生産基地の集約化、配管の適切な取り回しなど、当該地
域における自然環境、風致景観及び公園利用への影響を最小限にとどめるための技術
や手法の投入、そのための造園や植生等の専門家の活用 6


